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はじめに 

 

 令和７年度から令和８年度にかけまして、本委員会において、３項目の調査事項を掲

げ、特定所管事務調査を実施しましたので、その結果及び政策提言につきましてご報告

いたします。 

 また、調査研究にあたり、総務教育常任委員会と教育委員会委員の意見交換において

貴重なご意見を賜った皆様、視察等にご協力頂いた学校関係者の皆様や成田空港関係者

の皆様に敬意を表し、感謝の意を述べさせていただきます。 
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稲敷市における英語教育の充実に関する提言書 

1．提言の趣旨 

人口減少、少子化、グローバル化、デジタル化が同時に進むこれからの社会において、子

どもたちが地域に住みながら世界とつながる力を身に付けることは、地方都市にとって極

めて重要である。 

英語教育は、単に英単語や文法を学ぶ教科ではない。異なる文化や価値観を理解し、自

ら考え、自分の意見を発信し、世界に挑戦する力を育てる教育である。 

稲敷市では、すでに ALT 派遣や英検検定料補助など英語教育の充実に取り組んでいる。

また、令和 7 年度には教育委員会において「稲敷市英語教育の取組み」が報告されてい

る。 

今後は、これらの取組をさらに体系化し、「稲敷市で学ぶ子どもは、誰もが英語で自分

の考えを伝える機会を持てる」という教育環境を構築すべきである。 

国も、中学校卒業段階で CEFR A1 相当以上、高等学校卒業段階で A2 相当以上の英語力を

持つ生徒の割合を高める目標を掲げている。 

そこで、稲敷市の英語教育をさらに発展させるため、以下の 10 項目を提言する。 

2．基本目標 

「稲敷から世界へ。英語で自分の未来を切り拓く子どもを育てる」 

知識として英語を学ぶだけでなく、 

• 英語を聞く 

• 英語で話す 

• 英語で読む 

• 英語で書く 

• 英語で自分の考えを伝える 

という実践的な力を、小学校から中学校まで一貫して育成する。 

 

3．具体的提言 

提言 1 「稲敷市英語教育 2030 ビジョン」の策定 

現在行われている ALT 派遣、英検補助、学校での英語授業などを個別事業として終わら

せず、小学校から中学校までの一貫した英語教育計画を策定する。 

具体策 

• 小学校卒業時の到達目標を明確化 

• 中学校卒業時の到達目標を明確化 

• 「聞く・話す・読む・書く」の 4 技能を毎年検証 

• 英語教育の成果を保護者・市民に公表 

• 5 年ごとに計画を検証・改定 

目標を掲げるだけでなく、毎年改善する PDCA 型の英語教育へ転換する。 
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提言 2 ALT を「いるだけ」から「毎日英語に触れる環境」へ 

稲敷市では、義務教育から ALT を活用した英語教育を行っている。今後は ALT との接

触回数と教育効果をさらに高める必要がある。 

具体策 

• ALT の授業参加回数を拡充 

• 給食時間や休み時間の英語交流 

• 英語による朝の校内放送 

• 英語クラブの設置 

• オンラインを活用した外国人との交流 

目標は、「英語の授業だけで英語に触れる学校」から「学校生活の中で自然に英語に触

れる学校」への転換である。 

 

提言 3 小学校から「話す英語」を重視する 

現在の英語教育では、「話すこと」「書くこと」が課題として指摘されている。国も英

語によるコミュニケーション量の不足を課題としている。 

そこで、児童生徒が間違いを恐れずに英語を話す機会を増やす。 

具体策 

• 1 時間の授業で全員が英語を話す時間を確保 

• ペア・グループによる英会話 

• 自己紹介 

• 自分の好きなものを紹介 

• 稲敷市の魅力を英語で説明 

• 英語スピーチ・プレゼンテーション大会 

「正しい英語を話せるようになってから話す」のではなく、 

「まず話してみる。間違いながら身に付ける」 

という教育へ転換する。 

 

提言 4 AI を活用した「一人ひとりに合った英語学習」の導入 

生成 AI などデジタル技術は、英語教育において会話練習や即時フィードバックを増や

す可能性がある。文部科学省も令和 8 年度予算において、AI を活用した英語教育モデルの

構築を進めている。 

具体策 

• AI 英会話の導入 

• 発音チェック 

• 個人別の英語学習支援 

• 家庭学習での英語会話練習 

• 教員による AI 活用研修 
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ただし、AI は教師や ALT に代わるものではない。 

「教師・ALT・AI」を組み合わせ、子ども一人ひとりの練習量を増やすことを目的とす

る。 

 

提言 5 英検チャレンジ支援の拡充 

現在の英検検定料補助をさらに発展させる。 

具体策 

• 検定料補助の継続・拡充 

• 中学 3 年生の英検 3 級チャレンジ支援 

• 準 2 級・2 級を目指す生徒への支援 

• 民間講師等による対策講座 

• 経済的理由によって受験機会を失わない制度づくり 

英検は単なる資格取得ではなく、子ども自身が英語力の成長を実感できる目標として活

用する。 

稲敷市はすでに ALT 強化、英検補助、民間講師等を活用した対策講座を主要施策とし

て位置付けているため、これをさらに成果重視の制度へ発展させるべきである。 

 

提言 6 「英語で稲敷を紹介する」教育の実施 

英語教育と郷土教育を結び付ける。 

具体策 

子どもたちが英語で、 

• 稲敷市の歴史 

• 自然 

• 霞ヶ浦 

• 農業 

• 米 

• レンコン 

• 地域の祭り 

• 自分の住む地域 

を紹介する授業を実施する。 

国も、英語教育に地域の魅力発信を取り入れる方向を示している。 

これにより、 

「英語を学ぶ」＋「自分のまちを知る」＋「世界に発信する」 

という稲敷市ならではの教育を実現する。 
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提言 7 海外・外国とのオンライン交流事業 

すべての児童生徒に海外留学の機会を提供することは簡単ではない。しかし、オンライ

ン技術を活用すれば、稲敷市にいながら海外の人々と交流することは可能である。 

具体策 

• 海外の学校とのオンライン交流 

• 英語による自己紹介 

• 文化紹介 

• 共同授業 

• オンライン英語ディスカッション 

年間 1 回でも実際に外国の子どもたちと話す経験を持つことは、英語を学ぶ目的を大きく

変える。 

 

提言 8 英語教員への研修・支援の充実 

英語教育の成否は、最終的には教員の力と授業環境に左右される。 

具体策 

• 英語指導研修の充実 

• 小中学校合同研修 

• ALT と日本人教員の共同授業研修 

• ICT・AI 活用研修 

• 優れた授業事例の共有 

国の英語教育実施状況調査でも、教師の英語力や ICT 活用状況などを継続的に調査し、

教育改善に活用している。 

 

提言 9 「英語が苦手な子ども」を取り残さない 

英語教育の充実は、一部の得意な子どもだけを伸ばすものではない。 

具体策 

• 放課後英語学習支援 

• 少人数指導 

• デジタル教材の活用 

• 個別学習計画 

• 英語が苦手な生徒への基礎支援 

目標は、 

「できる子をさらに伸ばす」だけでなく、「苦手な子も英語が嫌いにならない教育」 

である。 

 

提言 10 「稲敷市英語教育成果報告会」の開催 
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教育の成果を学校の中だけにとどめず、市民が子どもたちの成長を実感できる場をつく

る。 

具体策 

年 1 回、 

「稲敷市英語チャレンジデー」 

を開催し、 

• 英語スピーチ 

• 英語プレゼンテーション 

• 英語劇 

• ALT との交流 

• 英語による稲敷市紹介 

などを発表する。 

子どもたちの努力を市民全体で応援することで、稲敷市の教育の魅力向上にもつなげる。 

 

4．数値目標 

本提言では、2030 年度を一つの目標年度として、以下を目指す。 

項目 2030 年度目標 

中学校卒業段階で英検 3 級相当以上 60％以上を目標 

英語による発表・プレゼン経験 全中学生が毎年実施 

ALT との授業・交流 全小中学校で継続的に実施 

オンライン国際交流 全中学校で実施を目指す 

英検等への挑戦 希望する全生徒に機会を確保 

AI・ICT を活用した英語学習 全小中学校へ段階的導入 

国も令和 9 年度までに中学 3 年生の CEFR A1 相当以上の割合を 60％とする目標を掲げ

ており、稲敷市としても地域の実情に応じた到達目標を設定し、成果を継続的に検証すべ

きである。 

5．必要な推進体制 

本提言を実現するため、教育委員会、学校、教員、ALT、保護者、地域、民間事業者が

連携する。 

特に、 

「稲敷市英語教育推進会議（仮称）」 

を設置し、毎年度、 

1. 英語力の状況 

2. 英検受験状況 

3. ALT 活用状況 

4. 授業改善 
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5. AI・ICT 活用状況 

6. 子ども・保護者の満足度 

を検証し、市民に公表することを提案する。 

6．結び 

これからの子どもたちは、稲敷市に住みながら世界中の人々と仕事をし、学び、交流す

る時代を生きていく。 

だからこそ、住んでいる場所によって教育の可能性が決まってはならない。 

「稲敷市だから英語教育が弱い」のではなく、 

「稲敷市だからこそ、一人ひとりに目の届く質の高い英語教育ができる」 

そんな教育を目指すべきである。 

英語が得意な子どもも、苦手な子どもも、すべての子どもが世界への扉を開くことができ

る。 

稲敷から世界へ。 

子どもたちが自分の言葉で、自分の未来を語れる英語教育の実現を強く提言する。 

 

２「参考資料」 

（１）英語教育の変遷 

  平成 23 年度に小学校５・６学年に年間 35 単位時間の「外国語活動」必修化され、そ

の後、平成 29 年告示の新学習指導要領が令和２年度から小学校で全面実施され、小学校３・

４学年に「外国語活動」が導入されるとともに小学校５・６学年では「外国語」が教科化さ

れた。  

【新学習指導要領】 

小学校 3・4 年（外国語活動）【年間 35 単位時間】 

・「聞くこと」「話すこと（やり取り・発表）」を中心とした言語活動 

・外国語に慣れ親しませ、外国語学習への動機付けを高める 

小学校 5・6 年（外国語）【年間 70 単位時間】 

・音声に十分慣れ親しんだ上で、段階的に「読むこと」「書くこと」を加える 

・外国語を教科として学習し、4 技能・5 領域を意識した言語活動を行う 

中学校（外国語）【年間 140 単位時間】 

・外国語で自分自身の考えや気持ちなどを伝え合う対話的な活動を重視 

・具体的な課題を設定するなど、学習した語彙・表現等を実際に活用する言語活動を充実 

・授業は外国語で行うことを基本とする 

 

（２）英語教育への取組み 

  本市では第３次総合計画（令和６年度から令和９年度）において、新たな社会に対応し

た学習環境や指導の充実を図る中で、キャリア教育、英語教育の強化や、情報活用能力を育
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てる教育の充実、環境教育など社会が取り組むべき課題にも対応した教育に積極的に取り

組むことを掲げている。特に、英語教育を積極的に推進し、グローバルに活躍できる人材を

育成する教育の充実に努めていきたいと考えており、「聞く」「読む」「話す」「書く」の英語

４技能をバランス良く、総合的に育成するとともに、目的に応じたコミュニケーションのプ

ロセスを通じて適切に伝えたりする思考力、判断力、表現力等の向上に努め、グローバル化

に対応した英語教育の充実に取り組んでいる。 

 

～総合計画における目標指標～ 

中学３年生の英検３級以上の取得者割合 ： 10.4％（令和４年度）→40％（令和９年度） 

 

【令和６年度から強化している英語教育】 

英検対策講座の開催（受講者数１６０名） 

〇英検５級・４級・３級・準２級を受検する児童生徒を対象に、専門的知識を有した講師に

よる対面式少人数講座を実施 

 

【令和７年度から実施する取組】 

①外国語指導助手（ALT）の拡充９名から１４名 

〇増員により市内全小中学校へ各校１名以上を配置 

②市内中学校におけるオンライン・マンツーマン英会話の実施 

〇市内中学校の全生徒を対象に、ＩＣＴ機器を活用した外国人講師との個別対面式によ

る英会話授業を実施 

③英語検定料補助の拡充（TOEIC 受験料）  

〇従来の英検のほかに TOEIC を追加（令和７年度から） 

補足：令和６年度 英検補助金実績 ３６３名（市内中学生２９８名） 

 

（４）行政視察 千葉県多古町の取組状況 

 1．ALT（外国語活動指導助手）の活用 

・小学校に ALT を派遣し、外国語活動を通して、実践的なコミュニケーション能力の育

成や外国の文化に親しむ活動を支援している。 

2．AET（英語指導助手）の派遣 

・中学校に AET を派遣し、ティームティーチングを通して、生徒のコミュニケーション

能力の育成を図っている。 

3．英語を使った体験的な活動 

・小学校 5・6 年生を対象に、授業で学んだ外国語を実際に使う活動を行い、英語で積

極的にコミュニケーションを図ろうとする意欲・態度を育成している。 

中学生を対象とした英語大会では、英文暗唱や英語によるパフォーマンスなどを行い、
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英語を使って表現する機会を設けている。 

4．英語教育に関する指導・助言 

・小学校教員の外国語教育について、指導・助言を行う体制を整えている。 

・ALT に依存するのではなく、担任教員自身が自信をもって英語の授業を進められる

ようにすることを重視している。 

・ALT についても、単なる「英語を教える人」ではなく、児童とともに英語を学ぶ学

習者のモデルとして活用する考え方をとっている。 

5．ティームティーチングによる指導体制 

・中学校では、英語・数学の非常勤講師を配置している。 

・ティームティーチングを取り入れることで、生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導

を可能にしている。 

・夏季長期休業中には、中学 3 年生を対象とした受験対策の学習会も実施している。 

6．教員の指導力向上 

・教員の英語教育に関する指導力向上のため、研修や担当者会などの全体的な研修と、

教員一人ひとりに対する個別の授業指導の両面から取り組んでいる。 

・学校訪問を通じて、実際の授業を見ながら指導・助言を行っている。 

7．小中連携による外国語教育 

・今後の課題として、義務教育 9 年間を見通した外国語教育の充実を掲げている。 

・小学校と中学校の教員が参加する教育課程研究協議会等を通して、指導方法や評価方

法の工夫、授業改善、小中連携の在り方について研究している。 

・小中学校を別々に捉えるのではなく、同じ子どもを 9 年間にわたって育てるという

視点から、「チーム中学校区」として連携することを重視している。 

 

多古町では、ALT・AET の活用だけに頼るのではなく、教員自身の指導力向上、小中学

校の連携、実践的な英語活動を組み合わせた外国語教育を進めている。特に、ALT を「英

語を教える専門家」としてのみ捉えるのではなく、児童とともに英語を学ぶモデルとして活

用し、担任教員が主体となって授業を進められる体制づくりを重視している。また、英語を

実際に使う体験活動などを通して、児童生徒の英語を使ってコミュニケーションしたいと

いう意欲の育成にも取り組んでいる。 

さらに、義務教育９年間を見通した外国語教育を目指し、小学校と中学校が連携して指

導・評価の改善を進めることを重要な柱としている。 
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持続可能な情報伝達に関する提言書 

1．提言の趣旨 

人口減少、高齢化、地域コミュニティの変化、デジタル化の進展により、自治体から市民

への情報伝達のあり方は大きな転換点を迎えている。 

現在は、防災行政無線、広報紙、ホームページ、メール、SNS、回覧板など、複数の手段

によって情報が発信されている。しかし一方で、 

• 「情報が届いていない」 

• 「聞こえなかった、知らなかった」 

• 「ホームページを見ない」 

• 「スマートフォンを使えない」 

• 「情報が多すぎて重要な情報が分からない」 

といった課題が存在する。 

これからの情報伝達は、単に情報を「発信する」だけでは不十分である。 

誰一人取り残さず、必要な人に、必要な情報を、必要な時に確実に届ける仕組みへ転換

する必要がある。 

そのため、本委員会として「持続可能な情報伝達」の構築を提言する。 

 

2．現状の課題 

（1）情報伝達手段が分散している 

行政情報が、防災行政無線、ホームページ、広報紙、SNS、メール等に分散しているた

め、市民が「どこを見れば必要な情報が分かるのか」を判断しにくい状況がある。 

（2）情報格差が生じている 

スマートフォンやインターネットを利用する市民と、利用が困難な高齢者等との間で、

行政情報の取得に格差が生じる可能性がある。 

デジタル化を進める一方で、デジタルを利用できない市民への配慮が不可欠である。 

（3）緊急情報と通常情報が整理されていない 

災害、避難、断水、道路通行止めなど、生命・生活に直結する緊急情報と、イベントや

行政案内などの通常情報を区別し、優先順位を明確にする必要がある。 

（4）情報の「発信」で終わっている 

行政が情報を発信しても、市民に届いたか、理解されたか、行動につながったかを検証

する仕組みが十分とはいえない。 

 

3．提言事項 

提言 1 「情報の総合窓口」を構築すること 

市民が、 

「困ったら、まずここを見れば分かる」 

という情報の総合窓口を整備すること。 
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ホームページ、LINE 等の情報発信手段を整理し、行政情報への入口をできる限り一本化

する。 

特に、 

• 防災・災害情報 

• ごみ・環境情報 

• 子育て情報 

• 高齢者支援 

• 医療・福祉 

• 公共交通 

• 行事・イベント 

などを分かりやすく分類すること。 

 

提言 2 防災行政無線の役割を再整理すること 

防災行政無線は、今後も重要な情報伝達手段である。 

一方で、屋内では聞こえにくい、風雨によって聞き取りにくいなどの課題もある。 

そのため、防災行政無線を単独の手段とせず、 

防災行政無線＋スマートフォン＋電話＋ホームページ＋テレビ・ラジオ等 

を組み合わせた「多重情報伝達体制」を構築すること。 

また、緊急性の低い情報については発信方法を見直し、防災行政無線を本当に重要な情

報に重点化することも検討すべきである。 

 

提言 3 公式 LINE 等を「市民の情報インフラ」として育てること 

スマートフォンの普及を踏まえ、公式 LINE 等を単なる広報手段ではなく、市民生活を

支える情報インフラとして活用すること。 

市民が希望する情報を選択できる仕組みを導入し、 

• 防災情報 

• 子育て情報 

• 高齢者・福祉情報 

• ごみ収集情報 

• イベント情報 

• 道路・交通情報 

などを必要な人に届けること。 

「全員に同じ情報を大量に送る」から、「必要な人に必要な情報を届ける」仕組みへの転

換を図るべきである。 

提言 4 高齢者を取り残さない「アナログ支援」を維持すること 
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デジタル化を進めても、広報紙や地域回覧などの役割を直ちになくすべきではない。 

特に高齢者やインターネット利用が困難な市民に対しては、 

• 広報紙 

• 電話による情報提供 

• 地域支援員 

• 公民館等での情報提供 

• デジタル機器の利用支援 

などを組み合わせること。 

デジタル化とは、アナログを切り捨てることではなく、選択肢を増やすことである。 

 

提言 5 「情報弱者ゼロ」を目指す支援体制を整備すること 

高齢者、障害者、日本語での情報取得が難しい市民など、それぞれの状況に応じた情報

伝達を検討すること。 

例えば、 

• やさしい日本語 

• 多言語対応 

• 音声による情報提供 

• 文字情報の拡大 

• 緊急情報の電話通知 

などを組み合わせ、情報を受け取る能力の違いによって行政サービスに差が生じないよ

うにすること。 

 

提言 6 地域コミュニティを活用した情報伝達を再構築すること 

行政だけで全ての市民に情報を届けることには限界がある。 

自治会、行政区、民生委員、消防団、学校、地域団体等と連携し、地域の中で情報を支え

合う仕組みを構築すること。 

特に災害時には、 

「行政から市民へ」だけでなく、「地域の中でお互いに確認する」 

仕組みが重要である。 

 

提言 7 緊急情報の伝達基準を明確にすること 

市民が混乱しないよう、 

• どのような場合に防災行政無線を使用するのか 

• どの情報を LINE 等で配信するのか 

• 災害時にどの順番で情報を発信するのか 

について、あらかじめ基準を整理すること。 
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特に災害時には、 

①何が起きているのか 

②どこが危険なのか 

③市民は何をすべきか 

を簡潔かつ迅速に伝えることを基本とする。 

 

提言 8 市民の声を行政へ戻す「双方向型情報伝達」を進めること 

これからの情報伝達は一方通行ではなく、市民が行政へ意見や情報を届けられる仕組み

が必要である。 

例えば、 

• 道路の危険箇所 

• 防犯灯の故障 

• ごみ問題 

• 災害時の被害情報 

• 地域課題 

などについて、スマートフォン等から簡単に情報提供できる仕組みを検討すること。 

行政は、市民から寄せられた情報を適切に処理し、その対応状況を見える化することが望

ましい。 

 

提言 9 情報伝達の効果を毎年検証すること 

情報は「発信したら終わり」ではない。 

毎年、市民アンケート等を実施し、 

• 情報が届いているか 

• 分かりやすいか 

• 必要な情報を取得できているか 

• どの媒体を利用しているか 

を検証すること。 

その結果を公表し、情報伝達手段を継続的に改善する PDCA サイクルを確立すること。 

 

提言 10 「持続可能な情報伝達基本計画」を策定すること 

今後の人口減少、職員数の変化、技術革新を見据え、短期的な対応ではなく、中長期的な

視点から情報伝達の基本方針を策定すること。 

計画には、 

1. 情報伝達の基本理念 

2. 防災情報の伝達方法 

3. デジタル活用方針 

4. 高齢者等への支援 
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5. 地域コミュニティとの連携 

6. 個人情報・セキュリティ対策 

7. 情報システムの更新計画 

8. 財政負担の見通し 

9. 市民アンケートによる検証 

10. 定期的な見直し 

を位置づけること。 

 

4．結び 

情報発信については、これまでも委員会活動において様々な議論が行われ、今年度からは、

ＢＡＹＦＭによる情報発信や羽田産直館等を活用した新たな事業も実施されている。 

これらの取組みについて、どのような効果が得られたのかを検証するとともに、今後も事

業を継続していくのか、継続するのであれば、さらなる効果を生み出すためにどのような取

組みができるのかを検討する必要があると考える。 

事業の継続が有効であるものについては、より効果を高めるための工夫を行う一方、十分

な効果が得られなかったものについては、その要因を検証した上で見直しを行うなど、持続

可能で、より効果的な情報発信につながる取組みを引き続き進めていくことを期待する。 

情報は、行政サービスの基盤である。 

災害時には生命を守り、平常時には市民生活を支え、市民と行政をつなぐ重要な公共イン

フラでもある。これからの自治体には、単に新しいシステムを導入するだけではなく、 

「誰に、何を、いつ、どのように届けるのか」 

という視点が求められる。特に人口減少・高齢化が進む地域においては、行政のデジタル

化と地域コミュニティの力を組み合わせ、少ないコストで、より確実に情報を届ける仕組

みを構築することが重要である。 

よって、本委員会は、市民一人ひとりが必要な情報から取り残されることのない、 

「誰一人、情報から取り残さない持続可能な情報伝達」 

の実現に向け、速やかに具体的な検討と取組を進めることを強く提言する。 

以上 
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「参考資料」 

（１）本市の現状 

本市における広報・広聴の手段として、広報については、広報いなしき、市公式ホーム

ページ、ＦＭラジオ、LINE、Facebook、 Instagram、「X」、インフォメーションディスプ

レイ、電光掲示板、防災無線、防災メール等の様々な情報媒体で情報を発信している。 

また、広聴に関しては、「市長への手紙」やパブリックコメント等の手段を導入してい

る。 

 

（２）本市の取組み 

 ・広報いなしき発行事業 

市広報紙「広報いなしき」を発行し、市行政一般に係る施策やイベント情報などを幅広

く市民に周知している。なお、「広報いなしき」は、区長により各世帯に配布されている

ほか、市内公共施設やコンビニエンスストア等にも設置している。  

～広報いなしき発行状況～ 

発行回数：月１回 ・発行日：毎月第 4 木曜日・発行部数：15,400 部  

・ホームページ保守管理業務 

いつでもどこでも閲覧できる市公式ホームページを活用し、常に新鮮で正確な情報を

発信している。令和８年度に約６年ぶりのリニューアルを予定し、情報の探しやすさ、見

やすさの向上を目指し、画面上における各カテゴリーのレイアウトを見直す等、デザイン

の一新を図り利用環境の整備を進めている。 

～ホームページアクセス状況～ 

令和５年度 アクセス数   6,670 件/日  

令和６年度         6,737 件/日  

令和７年度        6,078  件/日  

・ＦＭラジオによる市政情報発信  

FM ラジオを活用し、シティプロモーション情報を発信している。また、市内おすすめス

ポットからの中継を 3 回行った。（令和８年度） 

～CM 放送回数～ 

75 本（令和８年度） 

・SNS 活用事業  

インターネットを利用した新しいコミュニケーションツールとして発展し、定着してい

るソーシャルネットワーキングサービス（以下「SNS」と表記）を活用することにより、本

市の情報発信・収集をより広範、効率的に展開している。  

平成２９年８月に Facebook のページを立ち上げ、イベント情報や旬な話題などを掲載し

ているほか、令和７年４月には Instagram を開始し、特に若者世代をターゲットに、本市の

魅力を発信することで、観光誘客や移住定住などを推進している。 
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 ～各 SNS フォロワー数（令和８年３月末時点）～ 

Facebook       695 人  

Instagram    1,552 人  

X（エックス） 6,688 人 

・市長への手紙 

 市民の市政に対する不満や要望、提案を傾聴し、今後の市政運営に生かすなど、市民の目

線に立った市政の実現を目指している。 

市長への手紙については、各公共施設にある投書箱への投函や市ホームページからの入

力フォーム等の方法で受け付けている。  

～令和７年度実績から 

３０件（このうち、ホームページからの入力フォームによる受付が１３件） 

・ふれあい座談会 

市長が市内各所に出向き、現地視察や地域住民・関係者などからの意見や要望を聴く「ふ

れあい座談会」を実施している。取り組みを通じて、市民のニーズや傾向、事業の進捗状況

等を把握するとともに、市政に反映することを目的とする。 

  ～開催実績等（令和 7 年度）～ 

６回 

 

（３）先進自治体の取組み 

 岐阜県山県市 

 ◆取り組みの概要  

・多様な広報媒体の活用 ・主要な広報媒体として、広報やまがたを毎月１回発行して

いるほか、市公式 ホームページや市広報番組（年６回）、防災無線等を活用し、市政情報

を発信 ・山県ナビ（HP 連携アプリ）やさくらっこナビ（子育て支援アプリ・ブラウザ） 

等を活用 

※さくらっこナビは、子育てなどの特定分野に限定し、市政情報を発信。 特に同市は、

「子育て日本一のまち」を目指しているため、子育て情報を 積極的に発信している。  

・市外及び県外在住者向けのホームページ「YAMAGATA BASE」を活用し、移住政策

等を実施 ・主に若い世代に対して、LINE、Instagram、Facebook、YouTube を活用し、 

市政情報を発信  

・シティプロモーション  

「YAMAGATA BASE」の活用やバスツアーを企画し、市外・県外からの誘客、 移住

促進に向けた PR を実施。「 YAMAGATA BASE」は、「ほどよい田舎感」をコンセプト

として作成しており、そのことが高く評価され、多数の市外・県外在住 者が同市を訪れ

ている。 

 ・市政座談会の開催 
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市長が市民と市政等に関して意見交換を行う市政座談会を定期的に開催  

 

◆取り組みの効果 

  ・誘客・移住定住の促進  

「YAMAGATA BASE」、 山県ナビ・さくらっこナビ等のアプリを通じて、「ほどよい

田舎感」や「子育て日本一のまち」といった市の強みとなる部分、特に力を入れていきた

い事業を戦略的に発信してきた結果、同市を訪れる方が増加し、市の活性化につながって

いる。 
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　　　　　　総務教育常任委員会　R7.6.23

【課　題】 【意　見】

・英語に触れる、使う機会 ・外国人と会う機会が増えれば（日常的にALTを活用する）

・外国人と会話できるように ・スポーツ等を通じた英語力の強化

・オンライン英会話（小学校への拡充）
・発音を聞く、会話ができる方にシフトするのか、書く方に重きを置く

のか、現場も戸惑っているのでは

・英会話クラブ等を作ってみてはどうか

・こども園、幼小中での系統的指導 ・こども園、幼稚園からの環境づくり（カリキュラム）

・幼少期から英語に触れて楽しさを

・楽しい～検定を受けたいへ

・ALTの配置増（こども園、幼小） ・各学校への外国人教師の配置はとても良いこと

・ALTの低学年の授業の増 ・ALTの増員はR7年度からなので、まだ効果はわからない

・ALTの授業が少ない ・他の教科も大事にしたい

・ALT職員が持つ能力発揮を最大限にするための取り組み ・ALTを増やしても授業数は増えない。中学校は受験もある

・ALTの活用方法

・英語検定の合格率が低い
・英語検定の合格率上昇をひとつの目標として英語教育に関する予算の

拡充がされた

【課　題】 【意　見】

・地域の教育力向上 ・自然環境を生かした教育を

・ホタルや田植えは各学校の良さが出ている

・学校統合は手段。どういう子どもを育てるのか ・学校統合をマイナスにしたくない

・自然環境（田・畑・森）を生かす

・学校運営協議会に頼っている。サポーター制度や老人クラブなどの地

域の方々の協力を得る

・中学卒業後のサポートがない ・総合的な環境が乏しいので地域を離れていく

・少ない中での教育、稲敷ならではの教育があるのでは

英語教育の充実

意　　見　　交　　換　　会

教　育　環　境

・ALTはこども園や幼稚園に週1派遣されている。それをカリキュラムの

生活の中でどのように活用していくか。それが充実して発展していくとい

い。幼少期から英語に触れれば中学校英語に繋がっていく。
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　　　　　　総務教育常任委員会　R7.6.23

【課　題】 【意　見】

・幼児教育と小学校教育の接続 ・生涯教育の中で学び続ける力を

・幼児教育と小学校教育の連携強化 ・早い段階でどういう場所でどういう支援をしていくのか

・５歳児検診 ・その子がどうやって生きていくのか、そういう力をつけてあげるべき

・学力を蔑ろにするわけではないが、点数だけで判断することは避けた

い

・ICT教育、タブレット更新 ・ICTを利用した文化部

・市内学校で電子黒板の共有←働き方改革にもなる

・ICTの活用、スキルアップ

・他人に迷惑をかけずに協力して生きていく子に育てるのが学力向上だ

と思う

・学力向上というけれど目標は何なのか？

・学力は違っていて当たり前

【課　題】 【意　見】

・スマホに関する教育、授業について ・校内への持ち込みは規則がある

・校則と制服 ・時代に沿っていない

・校則は生徒たちも関わって変えていくようになるだろう

・成田空港への訪問を中高生への拡大 ・フライト体験の現状、費用等

・修学旅行がない小学生にはフライト体験は貴重

・職場体験をするにもどう依頼すればよいかわからない

学　力　向　上

意　　見　　交　　換　　会

そ　の　他
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意見交換会　　総務教育常任委員会（R7.6.23）
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成田国際空港視察　　総務教育常任委員会（R7.7.23）

23



行政視察　千葉県多古町　　総務教育常任委員会（R8.1.27）
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